 指定居宅介護支援重要事項説明書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和　６年　６月　１７日　改
１、当法人の概要
（１）名称・法人種別　　社会福祉法人スプリング

（２）代表者氏名　　　　理事長　　菅原　英保
（２）法人所在地　　　　青森県八戸市大字妙字西平６番地２７

（３）電話番号　　　　　０１７８－２５－１０２１

（５）設立年月　　　　　昭和５１年５月

２．当事業所の概要

（１）事業所の種類　　　指定居宅介護支援事業所

（２）事業所の名称　　　居宅介護支援センター　さざなみ
（３）指定事業者番号　　青森県第０２７０３０１７１６号（平成１６年　５月　１日指定）
（４）管理者　　　　　　田中　富子
（５）事業所の所在地　　〒０３１－０８０２　青森県八戸市小中野八丁目９番２０号
（６）電話番号　　　　　０１７８－７１－３３７７
（７）ＦＡＸ番号　　　　０１７８－７１－３３８３　　 　　
（８）Ｅ－ｍａｉｌ　　　sazanami＠ sunny．ocn．ne．jp　

３．営業日及び営業時間

	営  業  日
	月～土

	サービス提供時間帯
	８時３０分～17時３０分


	休  業  日
	日曜日・１２月３１日～１月３日


　＊緊急時の相談は、休業日やサービス時間帯を問わず　℡　71－3377 で受け付けております。
４．職員の体制

	職  　種
	常　勤
	非常勤
	資　　格
	職務の内容

	１,　管理者
	１名
	
	主任介護支援専門員
	事業の管理・居宅介護支援サービスの提供

	２．主任介護支援専門員


	２名

	
	主任介護支援専門員

	主任介護支援専門員業務

居宅介護支援サービスの提供

	３．介護支援専門員
	２名以上
	
	介護支援専門員

	居宅介護支援サービスの提供




　 
 ５．通常の事業の実施地域

八戸市内 、階上町蒼前地区
６．事業の目的

高齢者が要介護状態となった場合に、心身の状況、その置かれている環境などに応じて、多様な事業者から、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、総合的かつ効率的に提供されるよう援助を行い、利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように支援いたします。

７．運営方針

①利用者の心身の状況、置かれている環境等に応じ、多様な業者から、利用者の選択に基づき、保健医療サービス及び福祉サービスが、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮いたします。

②利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に偏らないように、公平中立に行います。

③事業の実施に当たっては、市町村、高齢者支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、介護保険施設等の保険・医療・福祉サービスとの連携を図り、質の高いサービスの提供に努めます。

④『利用者は、複数のサービス事業者等の紹介や計画書に位置付けたサービス事業者の選定理由の説明を求めることができる』このことについて説明いたします。
⑤利用者の人格を尊重するとともに、人権擁護及び虐待防止の為の措置を講じます。
　虐待防止のための委員会を定期的に開催するとともに、指針の整備・定期研修を実施します。虐待防止のための措置を適切に実施するための担当者は、管理者とします。

⑥職場におけるハラスメント防止のために必要な措置を講じます。
⑦身体拘束等の適正化のための指針を整備し、身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。身体拘束適正化のための対策を検討する委員会を3月に1回以上開催し、また、定期的な研修を実施して必要な措置を講じます。
８．介護支援専門員による主なサービス内容
（１）居宅サービス計画の作成


　　①介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させます。


　　②居宅サービス計画の作成の開始にあたって、当該地域における複数のサービス事業者を紹介

し、サービスの内容、利用料等の情報を適正にご利用者又はそのご家族等に対して提供して

ご利用者に選択していただきます。


③介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、全国社会福祉協議会方式の課題分

析票を使用する等適切な方法により、ご利用者及びそのご家族の置かれた状況等を考慮して、ご
利用者に提供されるサービスの目標・その達成時期・サービスを提供する上での留意点等を盛り
込んだ居宅サービス計画の原案を作成します。

④介護支援専門員は、前項で作成した居宅サービス計画の原案に盛り込んだ指定居宅サービス
等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上で、その種類・内容・利用料、事業

者選定理由についてご利用者及びそのご家族に対して説明し、ご利用者の同意を得た上で決
定します。
（２）居宅サービス計画後は、担当者がご利用者及びご家族と連絡を取りながら、経過の把握に努めます。又、計画に沿ったサービスが提供されるようサービス提供事業者と連絡調整を行います。
（３）ご利用者の状況に変化等があれば、居宅サービス計画の変更、要介護認定区分変更の申請等、必要な支援を行います。又、ご利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合も計画の変更等、必要な支援を行います。（更新認定申請の援助も同様に行います。）

（４）ご利用者が居宅において日常生活を営むことが困難になったと認められる場合、又はご利用者が介護保険施設等への入所を希望する場合には、介護保険施設等への紹介その他の便宜の提供を行います。
（５）居宅介護支援の提供にあたっては、提供される指定居宅サービス等が特定の種類または特定の事業者などに不当に偏ることのないよう公正中立に行わなければならないことを踏まえ、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型通所介護について、当事業所が作成した居宅サービス計画書に位置付けられている割合を別紙にて提示し、ご説明いたします。
９．サービス利用に関する留意事項
（１）サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。

（２）事業所の都合により、介護支援専門員を交代することがあります。

　　介護支援専門員を交代する場合は、ご利用者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮いたします。

（３）選任された介護支援専門員の交代を希望される場合には、担当介護支援専門員が業務上不適当と認められる事情その他交代を希望する理由を明らかにして、事業所に対して交代を申し出ることができます。ただし、ご利用者からの特定の介護支援専門員の指名はできません。
１０．サービス提供における事業所の義務
	　①ご利用者に提供している居宅介護支援について記録を作成し、その完結の日から５年間保管するとともに、ご利用者または代理人から請求があった場合閲覧と複写物交付に応じます。
　②ご利用者が他の居宅介護支援事業所の利用を希望され申し出があった場合は、直近のご利用者様の状況及びサービス利用状況等の情報を次事業所担当者様にご提供いたします。

③事業所、介護支援専門員が、居宅介護支援を提供する上で知り得たご利用者及びご家族等に関する情報を正当な理由なく第三者に漏らしません。（守秘義務）


１１．利用料金

（１）要介護認定を受けられた方は、居宅サービス計画に係わる費用は、介護保険から全額給付されるので自己負担はありません（無料）。ただし、介護保険料の滞納等により法定代理受領ができなくなった場合は、サービス利用料をいったんお支払いただくことになります。利用料は要介護度により異なり、別紙にてご確認いただけます。
　※今後介護保険法改正等に伴い料金が変更になる場合がございます。変更となった場合には速やかに書面によりお知らせ致します。

（２）当事業所は、居宅介護支援（Ⅰ）と特定事業所加算（Ⅱ）を算定しています。
１２．交通費
　通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場合は、サービ　　　　

　スの提供に際し、交通費として実施地域の境界線から片道２０ｋｍ未満４００円、実施地域の境界線　
　から片道２０ｋｍ以上６００円いただくことになります。
１３．サービスの利用開始及び終了

　当事業所は、重要事項説明の同意をもってサービスを開始し、ご利用者の意思によりサービス提供の中止又は終了をすることができます。
（1） ご利用者は、事業所に対してこの終了を希望する日の７日前までに申し入れることにより、希望する日をもって終了することができます。

（2） ご利用者は、前項の規定に関わらず、継続しがたい正当な理由がある場合には、直ちに終了することができます。

（3） 事業所は、やむを得ない事情がある場合には、終了日の１か月前までに理由を示した文書で通知することにより、終了させていただきます。

（4） 次のいずれかに該当した場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。

1 ご利用者が介護保険施設に入所した場合

2 ご利用者の要介護認定区分が自立（非該当）と認定された場合
3 ご利用者が死亡、又は身体障害者療養施設へ入所する等介護保険の被保険者として資格を喪失した場合
（5） 事業所は、ご利用者又はご家族等が、故意または重大な過失により事業者又は職員の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又はハラスメント行為など著しい不信行為を行うなどによって、サービスの提供を継続しがたい重大な事情を生じた場合、サービスを終了させていただく場合がございます。
※以下のような行為をハラスメントに該当するとみなします。
　・暴力又は乱暴な言動
　・過剰な又は不合理な要求
　・合理的範囲を超える時間的、場所的拘束
　　※３０分を超える苦情については電話対応等を終了し、苦情処理委員会での対応とします。
　・社会通念を超えたと思われる苦情
　・その他、迷惑行為に当たると思われる行為

１４．事故発生時の対応

　　サービス提供により事故が発生した場合は、速やかにご家族等に連絡するとともに必要な措置をとります。また、当事業所の責任により賠償すべき事故が発生した場合は、ご利用者のお住まいの市町村に連絡し損害賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。

　事故の原因を解明し、再発防止の対策を講じます。なお、当事業所は社会福祉施設総合損害保障と契約を結んでおります。

１５．訪問時もてなしの辞退

　　職員に対する贈り物や飲食などのもてなしは、ご遠慮いたします。
１６．非常災害対策及び感染症対策
　　事業継続計画（ＢＣＰ）に基づき対応します。
　　①指針や対応マニュアルを整備し、年２回以上の研修及び訓練を実施します。
　　②委員会の開催を定期的に実施していきます。

　
　

１７．実習

ケアマネジメントの基礎技術に関する実習等の協力又は協力体制を整えています。
１８．サービス内容に関する相談・苦情の受付について

　（１）当事業所の居宅介護支援に関するご相談・苦情及び居宅サービス計画に基づいて提供しているサービスについてのご相談・苦情を承ります。
	担当者　　　居宅介護支援センターさざなみ　　　管理者　
電　話 ０１７８－７１－３３７７　　ＦＡＸ ０１７８－７１－３３８３
受付時間　　８：３０～１７：３０


（２）行政機関の苦情窓口
	八戸市役所 介護保険課
	住所　青森県八戸市内丸一丁目１－１

電話　０１７８－４３－９２９２
受付時間　　月～金曜日　８：１５～１７：００

	青森県運営適正化委員会
	住所　青森県中央３丁目２０－３０

電話　０１７－７３１－３０３９

受付時間　　月～金曜日　９：００～１７：００

	国民健康保険団体連合会
	住所　青森市新町２丁目４－１県共同ビル３Ｆ

電話　０１７－７２３－１３３６

受付時間　　月～金曜日　８：３０～１６：４５


（３）相談・申し出の流れ

	さざなみ介護サービスご利用者（ご家族）



	口頭又は書面での申し出




相談・申し出窓口
	居宅介護支援センターさざなみ　管理者




さざなみサービス向上委員会

委員長：所長

委　員：副所長・主任・副主任・リーダー

	第三者委員


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	解決しない場合


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　　
　
令
和　　年　　月　　日

指定居宅介護サービスの提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて、重要な事項を説明しました。

　

　　　　　　事業所　　　所在地　　青森県八戸市小中野八丁目９番２０号
　　　　　　　　　　　　名　称　　居宅介護支援センター　さざなみ

説明者名


私は、本書面により、事業所から重要事項の説明を受け、指定居宅介護支援サービスの提供について同意します。
ご利用者　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


(本人)


氏　名


本人が署名できない場合
　　
	理　　　　　由
	１．同意があるが身体が不自由で記載できない。

２．同意の意思を表明できない。

３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	代　理　人　氏　名
	　　　　　　　　　　　　　
	本人との関係
	

	住　　　　　所

電　話　番　号
	〒　　―

電話（　　　　　）　　　　―


個人情報使用同意書

　　　私（及び私の家族）の個人情報の利用については、下記により必要最小限の範囲内で使用する事に同意します。

記

１　使用目的　

(1)介護サービスの提供を受けるにあたって、介護支援専門員と介護サービス事業者との間で開催されるサービス担当者会議において、利用者の状態、家族の状況を把握するために必要な場合。

(2)上記(１)の外、介護支援専門員又は介護サービス事業者との連絡調整のために必要な場合。

(3)現に介護サービスの提供を受けている場合で、私が体調を崩し又はケガ等で病院へ行った時で、医師・看護師等に説明をする場合。

(4)介護支援専門員の実習、研修に必要な場合。（氏名など個人を特定する情報は伏せて使用）

２　個人情報を提供する事業者等

(1)居宅サービス計画に掲載されている介護サービス事業者

(2)病院又は診療所（体調を崩し又はケガ等で受診することになった場合）

(3)特定の地域支援者

３　使用する期間

　　サービスの提供を受けている期間
４　使用する条件

(1)個人情報の利用については、必要最小限の範囲で使用するものとし、個人情報の提供に当たっては関係者以外の者に洩れる事のないよう細心の注意を払う。

(2)各種会議等の実施について、感染防止や多職種連携促進の観点から、ＩＣＴ（情報通信技術）の活用またはテレビ電話装置等（オンラインツール）を活用する場合、利用者又はその家族の同意を得る。

(3)個人情報を使用した会議、相手方、個人情報利用の内容等の経過を記録する。
令和　　年　　月　　日

ご利用者　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(本　人)   
  氏　名
                            

ご家族代表　　住  所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏  名                                   


本人が署名できない場合
	理　　　　　由
	１．同意があるが身体が不自由で記載できない。

２．同意の意思を表明できない。

３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	代　理　人　氏　名
	　　　　　　　　　　　　　    
	本人との関係
	


別紙
居宅介護支援センターさざなみ支援費表
利用料金は下記のとおりとなりますが、あくまでも請求上の点数であってご負担はありません。
	要介護１・２
	１０８６単位
	要介護３・４・５
	１４１１単位

	特定事業所加算（Ⅱ）
	４２１単位
	初回加算
	　３００単位

	入院時情報連携加算（１）
	　２５０単位
	入院時情報連携加算（Ⅱ）
	　２００単位

	退院・退所加算
	４５０単位
	通院時情報連携加算
	５０単位 

	緊急時等居宅カンファレンス加算
	２００単位 
	ターミナルケアマネジメント加算
	４００単位 


※１.ターミナルケアマネジメント加算は、ガイドラインに沿って実施し算定いたします。
改善・報告





　　　      さ　　ざ　　な　　み





八戸市役所介護保険課





口頭又は書面での申し出





青森県国民健康保険団体連合会介護サービス苦情処理委員会








1
3

